
　１　地域脱炭素化促進事業の目標

　　　　市内の再生可能エネルギー導入量

　　　　　基準 ： 令和　２（２０２０年度） 83,656ｋＷ

　　　　　目標 ： 令和１２（２０３０年度） 87,956ｋW　（4,300ｋWの増）

　２　地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（促進区域）

　　　　　・市が所有する公共施設の屋根

　　　　　・市が所有する土地　　

　３　促進区域において整備する地域脱炭素化促進施設の種類及び規模

　　　　　種類 ： 太陽光発電

　　　　　規模 ：　個別の事業ごとに、20,000kW 未満

　４　地域脱炭素化促進施設の整備と一体的に行う地域の脱炭素化のため


　　　の取組に関する事項

　　　　　　地域脱炭素化促進施設から得られた電気を市内の住民・事業者に


　　　　　供給すること

　５　地域脱炭素化促進施設の整備と併せて実行すべき取組に関する事項

　　　① 地域の環境の保全のための取組


　　　② 地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組


地域脱炭素化促進事業の概要

太陽光 風力 水力 地熱 バイオマス

地域脱炭素化促進事業とは 区域施策編に位置づける「地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項」

温対法の規定に基づき、地域の合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、

地域に貢献する、地域共生型の再生可能エネルギー事業の導入拡大を図る

もので、国や都道府県が定める環境配慮の基準に基づき、市町村が、再エ

ネ促進区域や再エネ事業に求める環境保全・地域貢献の取組を自らの地方

公共団体実行計画に位置づけ、適合する事業計画を認定する仕組みです。

この度の法改正により、地域における再生可能エネルギー設備の設置まで

の手続が効率化され、市町村から認定を受けた事業者は、関係許可等手続

のワンストップ化や配慮書手続の省略（県基準が設定されている場合に限

る。）などの特例を受けることができるようになりました。

○反射光対策

○騒音の防止、回避又は低減する措置

○水の濁りを回避又は低減する措置

○重要な地形及び地質への影響に対する措置

○土地の安定性への影響に対する措置

○生態系への影響に対する措置

○主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観への

影響に対する措置

○主要な人と自然との触れ合いの場への影響に対する措置

○埋蔵文化財等への配慮

○地域課題の解決につながること

○地域の防災対策の推進に資すること

○地域経済の活性化に貢献すること

○広く市民が参加して実施されること

【徳島県阿南市】

太陽光発電

阿南市 許可権者等推進協議会
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市民 事業者連携・協力

計画への位置づけ

改正温対法第２１条第４項の規定により、市が策定する実行計画（区域

施策編）に「地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項」を定めることが

努力義務化されました。 これを受け、本市は、「徳島県促進区域の設定に

関する環境配慮基準」に基づき、阿南市環境保全率先行動計画（区域施

策編）において「地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項」を定め、地

地域の自然的社会的条件に適した再生可能エネルギー

を利用する地域の脱炭素化のための施設の整備

区域内の温室効果ガス排出削減等につながる取組

（先の施設整備と一体的に実施）

再エネ発電設備 再エネ熱供給設備

太陽光 風力

中小水力 地熱

バイオマ

地熱 太陽熱

大気中の熱その他の

バイオマ

※再エネ海域利用法や港湾法等において規律されてい

自治体出資の地域

新電力会社を通じた

再エネの地域供給

EV充電設備の整備 環境教育

※上記はイメージの一例

地域の環境の保全のための取組
地域の経済及び社会の

持続的発展に資する取組

地域脱炭素化促進施設の整備 地域の脱炭素化のための取組

促進区域は、地域脱炭素化促進事業を推進するため、国が定める環境保

全に係る基準に従い、都道府県基準に基づいて市町村が設定する区域で、

本区域内で実施される再エネ事業が特例等の対象となります。

〇国が定める環境保全に係る基準により促進区域に含めない区域を除外

〇促進区域を設定するに当たり考慮が必要な区域・事項を設定

環境保全・社会的配慮の観点から考慮することが望ましい事項

〇県が定める環境保全に係る基準

「徳島県促進区域の設定に関する環境配慮基準」（令和４年７月）

〇市が定める考慮すべき事項の設定

【市が設定した促進区域に含めない区域】

〇都市公園及びその他の講演（都市公園法）

〇市指定文化財（阿南市文化財保護条例）

具体的な設定方法

〇広域ゾーニング （広域的な観点から再エネの導入の促進区域を抽出）

〇地区・街区指定型 （普及啓発や補助事業を重点的に行う区域を抽出）

★公有地・公共施設活用型 （活用を図りたい公有地・公表施設を抽出）

★事業者提案型 （個々のプロジェクトの予定地を促進区域として設定）

地域脱炭素化促進事業計画の認定の手続

事前協議

認定申請 （市へ）

適合審査

関係機関との協議

事業申請見込み

認定・公表

地域脱炭素化促進事業を行おうとする事業者は、認

定申請前に協議会に協議しなければなりません。

事前協議は、阿南市地球温暖化対策推進協議会にお

いて協議することとし、必要に応じて、事業者、自治会

長、関係団体等の意見を聴くこととしています。

※事業者提案も可

事前の協議は「阿南市地球温暖化対策推進協議会」の枠組みを活用して行う。

促進区域の設定に関する考え方

事業実施の基本的な考え方

県基準に基づき、地域脱炭素化促進事業を実施することにより、促進区

域内の再エネ設備による災害リスク等を回避し、市民と共生する安心・安

全な再エネ導入の促進を図ります。

１ 地域住民にとって安心・安全な再エネの導入促進

２ 阿南の豊かな自然・生態系・景観配慮した再エネ導入促進

阿南の豊かな自然環境と共生し、地域特有の景観や伝統文化と調和した

再エネ導入の促進を図ります。

３ 地域社会・地域経済の健全な発展に資する再エネの導入促進

地域経済の発展（雇用創出・事業機会の創出）や地域課題の解決につなが

る再エネ導入の促進を図ります。

＜効果＞

◆地域の再エネ資源の利用目的・方針

の合意形成
・地域の再エネ資源のポテンシャルを踏まえた意欲

的な目標設定

・環境保全の観点から支障のなさそうな立地の選定

・場所ごとに環境配慮すべき事項や地域貢献の取組

を整理

＜効果＞

＜事業のイメージ＞

・再エネを導入し、災害時も含め地域に供給

・再エネの導入と一体的でEV等の電動交通インフラを整備

・廃棄物エネルギーを地域供給し、その利益で省エネ機器
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＜効果＞

◆事業の予見可能性の向上

・地域配慮の観点から事業候補地の選定の円滑化

・早期段階での関係者や課題の特定

＜効果＞

◆事業実施の円滑化

・関係法令のワンストップサービス
・自然公園法（公園内開発）、温泉法（土地掘削等）

・廃掃法（熱回収認定、処分場跡地形質変更）

・農地法（農地転用）、森林法（林地開発許可等）

・河川法（水利使用のため取水した流水を利用する発電の登録）

・環境アセスの配慮書手続の省略

実行計画の策定 実行計画の認定
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地域脱炭素化促進事業の仕組みに期待される効果
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